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令和８年度国の施策及び予算に関する要望について 
 
 平素から、特別区政の運営に対して、特段のご高配を賜り

厚く御礼申し上げます。 
 特別区は首都東京の行政を担う基礎自治体として、住民の

期待に的確に対応すべく、様々な分野で積極的な取組を進め

ているところです。 
 しかしながら、都市の住民にとって喫緊の課題である、子

育て支援策の充実や児童相談所設置の促進等を図るために

は、なお多くの面で制度の改善や財政措置の充実強化が必要

です。 
 つきましては、国における令和８年度予算の編成にあたり、

特別区の事情を十分ご賢察のうえ、次の要望を実現されるよ

う特段のご配慮をお願いいたします。 

 

 



  

 

 

 



  

 

 
 

＜要望事項＞ 

 頁 

１ 子育て支援策の充実・・・・・・・・・・・・・・・１ 

２ 児童相談所設置の促進・・・・・・・・・・・・・・３ 

３ 障害者施策の充実・・・・・・・・・・・・・・・・４ 
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１ 子育て支援策の充実 

都市部においては、女性の社会進出や様々な雇用形態に対応する

ための長時間保育や病児・病後児保育、学童保育等の多様な保育サー

ビスの需要が増大化しており、待機児童の解消を含む保育サービス

の十分な供給は、依然として困難な状況にある。 

こうしたなか、地価や賃料の高い特別区では、保育所や学童クラ

ブ等の施設の整備に係る財政負担が大きく、民間事業者にとっても

参入が困難な状態にある。 

地域の実情に合った子育て支援策をより一層充実させる必要があ

るため、次の方策を講じること。 

 

（１）保育環境の充実に向けた支援の拡充 

① 子ども・子育て支援法に基づく「子どものための教育・保育

給付交付金」による処遇改善等加算や配置改善加算等を継続

すること。 

また、物価・賃金の上昇下においても、安心・安全で質の高

い教育・保育サービスの提供を継続できるよう、公定価格の適

切な単価の引上げ等を行うこと。 

② 保育所における保育の質の向上や安全性の確保、保育所機

能や専門性を地域の子育て支援の活用に資する人材の安定的

確保・定着のために、「保育対策総合支援事業費補助金」を活

用した「保育士宿舎借り上げ支援事業」を継続し、施設の所在

地に住む場合は補助を加算するなど、制度の充実を図ること。 

また、幼稚園職員も補助対象に加えること。 

③ 「こども誰でも通園制度」の実施が、保育士不足の深刻化を

招かないよう、国の責任において、保育士の処遇改善、保育士
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確保等の支援措置を行うこと。 

 

（２）学童クラブ等への整備の促進及び財政支援 

学童クラブの需要増を踏まえ、学童クラブ事業への参入促進

及び継続的な運営支援のため、施設整備費及び運営費の助成を

大幅に拡充すること。 

また、放課後子ども教室についても、学童クラブ運営における

補助と同等の実現実行性の確保に向けて、必要とされる単価の

増額や処遇改善を行うこと。 

 

（３）医療的ケア児保育支援事業への補助の拡充 

   保育園等において医療的ケア児を受け入れるにあたり、特に、

医療的ケアを実施する看護師等の確保が困難である状況を踏ま

え、看護師等の配置に係る経費の補助について大幅な見直しを

行うとともに、安全な保育の確保と負担軽減のため、施設に対す

る補助の充実や支援策の拡充を行うこと。 
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２ 児童相談所設置の促進 

平成２８年６月に公布された、児童福祉法等の一部を改正する法

律の施行により、特別区も、政令による指定を受けて児童相談所の設

置が可能となり、令和７年４月時点で１０区が児童相談所を開設し

たところである。 

今後も、準備が整った特別区から順次、児童相談所の開設を予定し

ていることから、国は、特別区における児童相談所の設置・運営が円

滑に行えるよう、次の方策を講じること。 

 

（１）児童相談所設置・運営に係る財政措置  

特別区が迅速に児童相談所を設置し、円滑に運営していくた

めには、国による財政支援の充実・強化が必要不可欠である。 

その多くが地方交付税措置とされている、児童相談所の整備・

運営費等について、国庫補助の対象とすること。 

 

（２）児童福祉司や児童心理司等の確保・育成に係る支援及び財政

措置 

多種多様な相談対応や、措置等の権限行使を含む相談援助活

動の実施など、児童虐待に係る対応は高度に専門的対応が求め

られるため、職員の確保・育成は重要な課題である。 

このため、児童福祉司等の処遇改善に係る経費や、法定の人員

配置基準を超えた児童福祉司及び児童心理司の配置に係る経費

を国庫補助の対象にするなど、国として、十分な職員体制を確保

するための必要な支援を行うこと。 
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３ 障害者施策の充実 

障害者施策の充実のため、地域の実情に応じた財政措置等が行わ

れるよう、次の方策を講じること。 

 

（１）障害福祉サービス事業（自立支援給付や地域生活支援事業等）

の充実と地域の実情に即した財政支援の拡充 

障害者総合支援法に基づく「地域生活支援事業」等の障害者支

援に対する国の財源を確保し、基準額を上回る場合や包括補助

のため生じている特別区の超過負担が増加しないよう、特別区

の事業執行額に見合った負担や補助等を行うこと。 

 

（２）福祉基盤整備に対する財政支援の拡充 

重度障害者向けグループホーム等の用地取得費について、都

市部の実情を十分踏まえ、補助対象とすること。 

また、施設整備（新規及び拡張整備）については「社会福祉施

設整備費補助金」等の財源確保及び基準額の拡大を行うこと。 

加えて、国有地を活用した施設整備を行う際は、介護施設と同

様に賃料を１０年間５割減額される措置を講じること。 

 

（３）福祉人材の確保、育成及び処遇改善のための財源の確保 

障害福祉サービス事業所等が安定的に事業を運営し、利用者

ニーズに即したサービスを提供できるよう、報酬を引上げるこ

と。 

また、障害福祉サービス等職員の処遇改善に資する、基本報酬

の引上げをすること。 

障害福祉サービスの利用に係る相談支援事業の推進を図るた
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め、相談支援専門員が専従職員としてサービス等利用計画の作

成業務に従事できるよう、報酬額を増額するなど、福祉人材の処

遇に係る財源を確保すること。 

 

（４）トワイライト事業等の制度見直し及び支援の拡充 

① 放課後等デイサービスが、障害児の家族が働き続けるため

の夕方支援に積極的に取り組み、学童クラブと同様の機能を

果たせるよう、各種加算の増額等サービス報酬を見直すなど

制度の拡充を行うこと。 

② 高校卒業後の障害者の家族が、仕事と介護を両立していけ

るよう、既存の障害福祉サービス事業所等が、障害者を対象と

した夕方の居場所事業を実施可能とする制度を構築すること。

その際、事業所家賃や利用者数に応じた職員配置、強度行動障

害や医療的ケアを含む重度障害への対応なども考慮すること。 
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